
書式第 12号 (法第 28条関係)
事 業 報 告 用

令和元年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 日本を護る会

1 事業の成果

今年度も様々な分野から有識者をお招きし、日本の歴史や文化、世界情勢をふまえた日本
の置かれた

立場などについて有益な講演を行なっていただき、会員・非会員問わず多くの学び
の機会や議論の場を

設けることができた。また、研修会という形で潜水艦の視察や酒造の見学なども行
い、見間を深める機

会を提供した。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 391.8 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲
f蓼馨
人数

事業費
(千円)

3蒙薯攀蒜隻
T負
‐
半
ヨ計ラに

(講演会等)

第 83回定例会_
T我が国の歴史における 令和元年 7

月 4日 (木 )

銀座 カフ

ェ・ジュリ

コユ

8人 24人 24人

145.0

定時総
「我が
会時の講演会
国の食文化と捕 令和元年 9

月 7日 (土 )

水交会・

ピーター

ハウス

8人 52人 52人

第 84回定例会「隣国ロシ
アにどう向き合うべき
か 1

令和元年 10

月 5日 (土 )

銀座 カフ

ェ・ジュリ

コE

8人 17人 17人

称響里署霙峯
貢交流会等)

肇鰍囃辱1慟たの交流会
令和元年 7

月 4日 (木 )

銀座 カフ

ェ・ジェリ

=E

8人 16人 16人

232.4肇諦ド会席署書瘍婁流会
令和元年 9

月 7日 (土 )

水交会・

ピーター

ハウス

8人 32人 32人

第 84回定例会
講師、参加者との交流会

令和元年 10

月 5日 (土 )

銀座 カフ

ェ・ジュリ

コE

8人 15人 15人

史跡の研究事
業 (研修会等)
署溜緩厚黎ξ

令和元年 8

月31日 (土 )

横須賀米

海軍基地
8人 33人 33人

10.7



寄:35理は自こっぃて」
令和元年 11

月23日 (土 )

東京都・

石川酒造
8人 11人 11人

寄
拝

34
ノヽ
¬ の昇殿参
及び

令和 2年 1

月 12日 (日 )
神田明神 8人 26人 26人

我が国の歴史
の普及啓発事
業 (機関紙発
行等)

日本を護る会 レポー ト
(第 36号)の発行

令和元年 9

月
事務所 9人

60名程

度

60名程
度

3.7日本を護る会 レポー ト
(第 37号)の発行

令和元年 12

月
事務所 9人

60名程

度

60名程
度

日本を護る会 レポー ト
(第 38号)の発行

令和 2年 3

月
事務所 9人

60名程

度

60名程
度



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和元年度 活動計算書 (その他事業がな些生場合)
特定非営利活動法人 日本を護る会

104,000正会員受取会費
賛助会員受取会費

427,500
2

受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金
3

4

5

10

受取利息
の

日本伝統文化等の講演会事業
研修事業
普及啓発事業 交流会

93,000
31,500
238,000

B
1

1

2

2 の

1

(2
269,308
1,072

29,189
88.168
600
3,470

8,870
6,647
8,194
180,000
91,648
2,848
5,202
71,000

会議費
事務用品費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
支払手数料
消耗品費
雑費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

会議費
消耗品費
旅費交通費
諸謝金
印刷製本費
通信運搬費
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和元年度 貸借対照表
特定非営 活動法人 日本を護る会

376,811

2
1

2

3)

現金預金
未収金
棚卸資産

車両運搬具
付器備品

ソフトウェア

借地権

敷金
長期貸付金

376.811
【A】 資 産 合 計 ①+②

+

1

B―

未払金

預り金

長期借入金
退職給付引当金

B-2 の正
239,02.7

137 784

376.811
【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計  【B-1】 +【 B-2】

■■」■



書式 16号 (法 28 係 )

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
(該当なし)

(2)固定資産の減価償却の方法
(該 当なし)

(3)引 当金の計上基準
(該当なし)

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(該当なし)

“)消費学軍例完甦管嚢施。
｀

 税込み 、

2.事 業別損益の状況

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正

令和元年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本を護る

配0法人会計基準協議会)に よっています。

円 )

合計管理部門普及啓発事業
(機関紙 )

事業部門計普及啓発事業
(交流会 )講演会事業 研修事業科 目

104,000

427,500
0

372,500
0

104,000
427,500

0

0

0

0

0

0

10,000
0

372,5

0

0

0

238,000
0

０

０

０

００

０

０

０

０

００

０

904,000531,50010,000 372,500238,00093,000 31,500

278,178

88,168

6,274
6,647

120,837

180,000
0

0

600
11,664

0

2,848
0

71,000

8,870
0

5,202

6,647
91,648

180,000
0

0

0

8,194
0

2,848
0

71,000

269,308
88,168

1,072
0

29,189
0

0

0
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3,470
0

0

0

0
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０
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10,3

47,290

88,168
0

0

8,957
0

0

0

600

766.216374,409391,8073,732232,394145,015 10,666
391,807 374,4093,732232,39410,666145,015

137,784157,091-19,3076,2685,606-52,015 20,834
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+1)疵

馨
用

人件費計
(2)そ の他経費
会議費
諸謝金

消耗品費
事務用品費

旅費交通費

地代家賃

施設等評価費用

減価償却費

印刷製本費

通信運搬費

業務委託費

支払手数料

租税公課

雑費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

頚 :方法金額内容

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
円 )



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

(単位 :円 )

(単位 :円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な

事項

事業費と管理費の按分方法

(該当なし)
その他の事業に係る資産の状況

(該当なし)

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

合計

5.固 定資産の増減内訳
円 )

6.借 入金の増減内訳
(単 円 )

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿′
工
川
“
員

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

科 目
計算書類に計
上された金額

内、役員との

取引

内、近親者及
び支配法人と
の取引

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和元年度 財産目録
特定非営利活動法人 日本を護る会

産  の

４２

８７

０８

５４

２０

未収金

棚卸資産

販売用寄附物品

現‐

は  [言[[][言
8

7,

215,

11.

ソフトウェア

1

什器備品

2

0

借地権

|

_。L
長期貸付金

3
敷金

車両運搬具
形

376.311
【A】 資 産 合 計 ①+②

|        |        |

|              1             01
.― ~~十 ~~~~~

未払金

長期借入金

退職給付引当金

|

2

1

預り金

_  _       0        _

-1

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

376.811
【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】
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書式第 18号 (法第 28条関係)

令和元年度年間役員名簿 J肥言精雅だぢF辮騒|:鮮ξ∬結f昴1露!哲所韮

特定土営利活動法人 日本を る
△

=

確認事項 (法第 20条 及び第 21条 を確認の上、チェックを入れて ください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏   名
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1 監 事理 事

オオハシタケオ 令和元年 7月 1日

令和 2年 6月 30日

年 月

月

日

日年
大橋 武郎

2 監事

カヤバヒロユキ 令和元年 7月 1日

令和 2年 6月 30日

年 月

月

日

日年
萱場 浩之

3

モチヅキヤスオ 令和元年 7月 1日

令和 2年 6月 30日

年 月

月

日

日年
望月靖夫

4 理事

アラケンイチ 令和元年 7月 1日

令和 2年 6月 30日

年

年

月

月

日

日
阿羅 健一

5 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月 日

日年 月

6 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

7 理事・監事

年 月

月

日

年 日

年 月

月

日

日年

8 理事・監事

年 月

月

日

日年

年

年

月

月

日

日

9 理事・監事

年 月

月

日

日年

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事

年

年

月 日

日月

年   月 日

日年  月

事 業 報 告 用

∈三)監事



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 日本 護る会

住 所 又 は 居 所氏    名

橋武郎

場浩之2

3 月靖夫

4 大橋勇郎

小室容子”
０

6 角ヽ絵梨

7 松明子

向井孝夫8

藤祥夫9

10 貴光

11

12


